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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第99期

第１四半期連結
累計期間

第100期
第１四半期連結
累計期間

第99期

会計期間

自平成26年
 ３月１日
至平成26年
 ５月31日

自平成27年
 ３月１日
至平成27年
 ５月31日

自平成26年
 ３月１日
至平成27年
 ２月28日

売上高 （千円） 12,334,189 11,755,959 49,340,242

経常利益 （千円） 168,883 284,177 720,648

四半期（当期）純利益 （千円） 101,875 104,459 1,075,823

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 203,030 530,308 1,541,952

純資産額 （千円） 6,209,941 8,038,233 7,709,578

総資産額 （千円） 40,985,555 42,258,687 41,792,054

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 3.63 3.72 38.30

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 15.2 19.0 18.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれていない。

       ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社企業グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はない。また、主要な関係会社における異動もない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社企業グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものである。

 

（１）業績の状況

　　　当第１四半期連結累計期間における百貨店業界は、大都市圏では外国人旅行者の増加によるインバウンド効果

等により堅調な売上推移となる一方、地方においては総じて厳しい商況となった。

　　　この期間当社は、北陸新幹線開業に合わせて顧客層の拡大を図るべく、３月に香林坊店の１階「ルイ・ヴィト

ン」や、富山店の２階婦人服フロアのセレクトショップ導入等をはじめとした売場改装を行うとともに、成長戦

略として、Ｗｅｂを活用して石川・富山の名産品を全国に発信する「大和ほくりく倶楽部」を発足するなど新た

な販売施策も強化してきた。また、人気の「大北海道展」をはじめとした集客催事の展開強化や、「母の日ギフ

ト」など季節・歳時記を捉えた企画と品揃えの充実を図るとともに、全従業員参画による「マイゲスト運動」を

推進し、集客力の向上と初夏物の需要喚起に努めてきた。

　　　併せて、固定客基盤の拡大に向け、ダイワプライマリーカード会員の獲得にも全社挙げて取り組んできた。

　　　売上高については、物産展やレストラン街が好調に推移したが、昨年３月の消費増税前の駆け込み需要の反動

の影響もあり、減収となった。

　　　一方、利益面においては、利益効率視点から店舗営業の運営面での改善改革に進めるとともに、各種業務の効

率化を推進するなど、引き続き構造的な損益改善に幅広く取り組み、利益確保に努めてきた。

　　　その他事業についても、北陸新幹線開業に伴いホテル業が好調に推移したことと併せ、各社とも経営効率向上

と収益力強化に取り組んできた

　　　この結果、当第１四半期連結累計期間の連結業績は、売上高117億５千５百万円（前年同四半期比4.7％減）、

営業利益２億４千万円（前年同四半期比18.1％増）、経常利益２億８千４百万円（前年同四半期比68.3％増）、

四半期純利益１億４百万円（前年同四半期比2.5％増）となった。

　　　㈱大和カーネーションサークルを含む百貨店業は、販売促進策、固定客の獲得や、更なる販売管理費の圧縮に

も取り組んできた。結果、百貨店業の業績は売上高111億２千３百万円（前年同四半期比4.8％減）、経常利益２

億２千６百万円（前年同四半期比54.3％増）となった。

　　　その他事業についても、経営効率向上と収益力強化に取り組んできた結果、売上高６億３千２百万円（前年同

四半期比2.9％減）となった。また、経常利益は６千１百万円（前年同四半期比172.9％増）となった。

 

（２）財政状態の分析

 　 　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、422億５千８百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億６

千６百万円増加した。これは、保有する上場株式の時価評価に伴い、投資有価証券が増加したことによるもので

ある。

　　　負債については、342億２千万円となり、前連結会計年度末に比べ１億３千７百万円増加した。これは、主と

して支払手形及び買掛金の増加によるものである。

　　　純資産については、80億３千８百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億２千８百万円増加した。保有する

上場株式の時価評価に伴う含み益が増加したことにより、その他有価証券評価差額金が増加したことによるもの

である。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　当第１四半期連結累計期間において、当社企業グループが対処すべき課題については重要な変更及び新たに生

じた課題はない。

 

（４）研究開発活動

　　　該当事項なし。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年７月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 30,017,000 30,017,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 30,017,000 30,017,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

        　該当事項なし。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額（百万
円）

資本準備金残
高（百万円）

平成27年３月１日～

平成27年５月31日
－ 30,017 － 3,462 － 1,151

 

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができないの

で、直前の基準日である平成27年２月28日現在で記載している。

①【発行済株式】

平成27年２月28日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,932,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式27,479,000 27,479 －

単元未満株式 普通株式  606,000 －
１単元（1,000

株）未満の株式

発行済株式総数  30,017,000 － －

総株主の議決権 － 27,479 －

 

②【自己株式等】

平成27年２月28日現在
 

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

株式会社大和
金沢市香林坊一

丁目１番１号
1,932,000 － 1,932,000 6.44

計 － 1,932,000 － 1,932,000 6.44

（注）当第１四半期会計期間末現在の自己株式数は1,933,874株である。

 

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はない。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成している。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年３月１日から平

成27年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年３月１日から平成27年５月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。

　なお、従来、当社が監査証明を受けている太陽ＡＳＧ有限責任監査法人は、平成26年10月１日に名称変更し、太陽

有限責任監査法人となった。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,636,428 3,155,083

受取手形及び売掛金 2,072,213 2,164,034

商品及び製品 2,639,605 2,572,720

仕掛品 14,790 26,653

原材料及び貯蔵品 71,121 68,431

繰延税金資産 94,875 94,887

その他 528,210 805,341

貸倒引当金 △35,710 △27,585

流動資産合計 9,021,535 8,859,567

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 28,202,352 27,156,230

減価償却累計額及び減損損失累計額 △18,049,077 △16,979,198

建物及び構築物（純額） 10,153,274 10,177,032

機械装置及び運搬具 635,745 643,215

減価償却累計額及び減損損失累計額 △588,501 △592,537

機械装置及び運搬具（純額） 47,244 50,678

土地 9,184,531 9,184,531

その他 1,542,605 1,583,618

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,061,716 △1,067,860

その他（純額） 480,889 515,757

建設仮勘定 2,009,167 2,009,167

有形固定資産合計 21,875,106 21,937,166

無形固定資産   

施設利用権 1,986 1,986

ソフトウエア 106,489 104,202

無形固定資産合計 108,476 106,188

投資その他の資産   

投資有価証券 3,621,797 4,189,901

差入保証金 7,036,614 7,036,491

繰延税金資産 31,406 31,124

その他 97,118 98,248

投資その他の資産合計 10,786,937 11,355,765

固定資産合計 32,770,519 33,399,120

資産合計 41,792,054 42,258,687
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年５月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,122,432 3,405,567

短期借入金 9,174,263 8,934,875

1年内返済予定の長期借入金 1,766,194 1,711,949

未払法人税等 191,109 124,470

商品券 5,391,217 5,521,188

預り金 3,484,501 3,257,203

賞与引当金 59,878 119,681

商品券等回収損失引当金 742,008 753,310

ポイント引当金 254,626 234,859

その他 933,272 1,206,925

流動負債合計 25,119,503 25,270,030

固定負債   

長期借入金 5,470,954 5,318,911

繰延税金負債 1,217,756 1,286,523

再評価に係る繰延税金負債 362,980 353,427

退職給付に係る負債 1,410,330 1,514,378

資産除去債務 200,957 202,062

環境対策引当金 6,096 280

その他 293,897 274,839

固定負債合計 8,962,972 8,950,423

負債合計 34,082,476 34,220,454

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,462,700 3,462,700

資本剰余金 1,151,981 1,151,981

利益剰余金 1,662,720 1,565,828

自己株式 △590,762 △591,065

株主資本合計 5,686,639 5,589,444

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 999,736 1,436,548

土地再評価差額金 861,648 871,201

退職給付に係る調整累計額 161,553 141,038

その他の包括利益累計額合計 2,022,938 2,448,788

純資産合計 7,709,578 8,038,233

負債純資産合計 41,792,054 42,258,687
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年５月31日)

売上高 12,334,189 11,755,959

売上原価 9,376,353 8,932,550

売上総利益 2,957,835 2,823,408

販売費及び一般管理費 2,754,490 2,583,248

営業利益 203,345 240,160

営業外収益   

受取利息 121 175

受取配当金 9,252 10,078

長期未回収商品券 118,562 149,970

固定資産受贈益 － 44,816

その他 31,847 41,857

営業外収益合計 159,784 246,898

営業外費用   

支払利息 68,013 63,957

商品券等回収損失引当金繰入額 85,659 103,518

その他 40,573 35,405

営業外費用合計 194,246 202,881

経常利益 168,883 284,177

特別利益   

特別利益合計 － －

特別損失   

固定資産売却損 16,280 －

固定資産除却損 14,208 217,601

その他 － 3,502

特別損失合計 30,489 221,103

税金等調整前四半期純利益 138,394 63,073

法人税、住民税及び事業税 36,368 20,869

法人税等調整額 150 △62,254

法人税等合計 36,518 △41,385

少数株主損益調整前四半期純利益 101,875 104,459

四半期純利益 101,875 104,459
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年５月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 101,875 104,459

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 101,154 436,812

土地再評価差額金 － 9,552

退職給付に係る調整額 － △20,514

その他の包括利益合計 101,154 425,849

四半期包括利益 203,030 530,308

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 203,030 530,308

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 該当事項なし。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 　　 該当事項なし。

（会計方針の変更）

　　　　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針という。）を退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定め

について当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額

の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤

務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率

を使用する方法へ変更している。

　　　　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ている。

　　　　この結果、当第１四半期連結会計期間の退職給付に係る負債が117百万円増加し、利益剰余金が117百万円減少し

ている。また、第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微

である。

 

（会計上の見積りの変更）

　　　（ポイント引当金）

　　　　顧客に付与したポイントの利用に備えるため、従来、連結会計年度末におけるポイント残高の全額を利用見込額

として、ポイント引当金に計上していたが、失効ポイントの実績が新たに把握可能となったため、ポイント残高か

ら失効ポイント見込高を控除した金額を計上する方法に変更した。

　　　　これにより、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益が40百万円増加し

ている。

 

（追加情報）

　　　（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　　　　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率が

変更されることとなった。これに伴い、平成28年３月１日から開始する連結会計年度において解消が見込まれる一

時差異等について、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率が従来の35.4％から32.8％に変

更された。また、平成29年３月１日から開始する連結会計年度以降において解消が見込まれる一時差異等につい

て、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率が35.4％から32.1％に変更された。

　　　　この変更により、固定負債の繰延税金負債が132百万円、再評価に係る繰延税金負債が９百万円減少し、その他

有価証券評価差額金が69百万円、土地再評価差額金が９百万円増加し、法人税等調整額が62百万円減少している。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　　　　該当事項なし。

 

（四半期連結損益計算書関係）

　　　　該当事項なし。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年３月１日
至 平成26年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年５月31日）

減価償却費 288,805千円 290,207千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年３月１日　至　平成26年５月31日）

配当に関する事項

（１）配当金支払額

　　該当事項なし。

 

（２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　　該当事項なし。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年５月31日）

配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の

総額

1株当たり

配当額
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月28日

定時株主総会
普通株式 84百万円 3円 平成27年２月28日 平成27年５月29日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　　該当事項なし。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年３月１日　至　平成26年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 百貨店業

売上高      

(1）外部顧客への売上高 11,682,962 651,226 12,334,189 － 12,334,189

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
674 222,429 223,103 (223,103) －

計 11,683,636 873,656 12,557,293 (223,103) 12,334,189

セグメント利益 146,853 22,627 169,481 (597) 168,883

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、印刷業、出版業、飲食業、専門

店管理運営及びホテル業を行っている。

　　　　２．セグメント利益の調整額597千円は、セグメント間取引消去である。

　　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っている。

 

 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項なし。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 百貨店業

売上高      

(1）外部顧客への売上高 11,123,662 632,296 11,755,959 － 11,755,959

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
355 232,513 232,869 (232,869) －

計 11,124,018 864,810 11,988,828 (232,869) 11,755,959

セグメント利益 226,566 61,750 288,316 (4,139) 284,177

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、印刷業、出版業、飲食業、駐車

場管理運営及びホテル業を行っている。

　　　　２．セグメント利益の調整額4,139千円は、未実現利益の消去等である。

　　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っている。

 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項なし。

 

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　　会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更

したことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算も同様に変更している。

　　当該変更による、当第１四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微である。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年３月１日
至　平成26年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年３月１日
至　平成27年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額 3円63銭 3円72銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 101,875 104,459

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 101,875 104,459

普通株式の期中平均株式数（株） 28,090,443 28,083,785

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

（重要な後発事象）

　該当事項なし。

 

２【その他】

　該当事項なし。

 

EDINET提出書類

株式会社大和(E03025)

四半期報告書

16/18



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年7月10日

株式会社大和

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 泉　　淳一　　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 沖　　 聡　　    印
 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大和の

平成27年３月１日から平成28年２月29日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年３月１日から平成27年

５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年３月１日から平成27年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大和及び連結子会社の平成27年５月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社大和(E03025)

四半期報告書

18/18


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

